
意 見 書 案 提 出 書 

障害者虐待防止法の改正等を求める意見書案 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

  令和 ４ 年 ３ 月２４日 

神奈川県議会議長  小 島 健 一 殿 

神奈川県議会議員  市 川 和 広 

同 赤 野 たかし 

同 永 田 磨梨奈 

同 上 野 たつや 

同 川 崎 修 平 

同 佐藤 けいすけ 

同 佐々木 ゆみこ 

同 谷口 かずふみ 

同 高 橋 栄一郎 

同 中 村 武 人 

同 しきだ 博 昭 

同 牧 島 功 

同 てらさき 雄介 



障害者虐待防止法の改正等を求める意見書（案） 

 

現在、国は「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」

（以下「障害者虐待防止法」という。）において、虐待を未然に防止するために、

障害者福祉施設従事者等による虐待を発見した者に対し、市町村等への速やかな

通報義務を課している。 

一方で、医療機関等における障がい者への虐待は、既存の法令に基づき対応可

能な部分があることや、医療機関での治療行為と虐待行為を第三者が判断するこ

とは困難であること等の理由から、障害者虐待防止法の通報義務の対象となって

いない。 

しかし、厚生労働省「令和２年度障害者虐待事案の未然防止のための調査研究

一式調査研究事業報告書」によると、令和元年度の通報義務に該当しない虐待の

相談・通報件数は、全国で３５７件にのぼった。 

また、令和２年４月に厚生労働省が行った調査について、新聞報道によると、

精神科病院で医療従事者による虐待が疑われる事例が平成２７年度から令和元年

度までの５年間で７２件あったとされている。通報義務に該当しないが、看過で

きない障がい者虐待事件がいまだに発生していると考えられる。 

今後、障がい者への虐待を根絶していくためには、国などで行われている障害

者虐待防止・権利擁護研修制度の拡充や取組参考例の周知を更に進めることが重

要である。 

さらに、精神科病院など医療機関においても、障害者福祉施設などと同様に、

虐待発見時の通報義務の対象とするなど、障害者虐待防止法に基づく対応をより

一層充実していく必要がある。 

よって国会及び政府は、障がい者の虐待防止に向けた取組を更に推進するとと

もに、障害者虐待防止法に虐待発見時の行政への通報義務等の対象として医療機

関等での障がい者への虐待を追加することとし、あわせて、障害者福祉施設の通

報者と同様に医療機関の通報者に対する法的保護を規定されるよう強く要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

令和   年  月  日 

 

衆 議 院 議 長 

参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣 

総 務 大 臣 

法 務 大 臣 

厚 生 労 働 大 臣 
共 生 社 会 担 当 大 臣 

 

神 奈 川 県 議 会 議 長   

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

介護職員の処遇改善に関する制度の簡素化と弾力的な運用 

を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月２４日 

 

 神奈川県議会議長  小 島 健 一 殿 

 

                 神奈川県議会議員  市 川 和 広 

                 同         赤 野 たかし 

                 同         永 田 磨梨奈 

                 同         上 野 たつや 

                 同         川 崎 修 平 

                 同         佐藤 けいすけ 

同         佐々木 ゆみこ 

                 同         谷口 かずふみ 

                 同         高 橋 栄一郎 

                 同         中 村 武 人 

                 同         しきだ 博 昭 

                 同         牧 島   功 

                 同         てらさき 雄介 



介護職員の処遇改善に関する制度の簡素化と 

弾力的な運用を求める意見書（案） 

 

近年の少子高齢化の進展により、介護が必要な高齢者が増加する一方で、介護

の現場では人材確保に苦慮している状況がある。また、コロナ禍が長期化する中

で、エッセンシャルワーカーとしての介護人材の役割がますます重要となってお

り、その処遇の改善が求められている。 

今般「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和３年１１月１９日閣議

決定）において、「賃上げ効果が継続される取組を行うことを前提」として、収入

を３％程度（月額９，０００円）引き上げるための措置を実施することを決定し、

令和４年度予算編成過程において、令和４年１０月以降、臨時の報酬改定を行う

ことになっている。 

介護職員の処遇改善については、今回の臨時の報酬改定や原則３年ごとに行う

公的価格の改定も含め、制度の簡素化を図るとともに、介護報酬の運用において

も事業所ごとの柔軟な対応を認めるべきである。 

よって国会及び政府は、地域の介護サービスを持続可能なものとするために、

次の事項について所要の措置を講じられるよう強く要望する。 

１ 臨時の報酬改定（令和４年１０月以降）において新設される「介護職員等ベ

ースアップ等支援加算（仮称）」については、現行の二つの加算（「介護職員処

遇改善加算」及び「介護職員等特定処遇改善加算」）の統合を含めた一本化を検

討するなど、事務手続の簡素化に最大限努めること。 

２ 「介護職員等特定処遇改善加算」の配分方法については、法人や事業所が実

情に応じて柔軟な判断を行いながら、加算金の弾力的な運用ができるようにす

ること。 

３ 原則３年ごとに行う公的価格の見直しにおいては、現行の加算との整合性を

踏まえた上で、各介護職員の人件費を基にした事業所ごとの介護報酬総額を算

定する方式に変更するなど、介護報酬申請の手続の簡素化と、人材確保に対す

る事業者の裁量権の拡大につながる制度に改めるよう検討すること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和   年  月  日 

 

衆 議 院 議 長 

参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣 

総 務 大 臣 

財 務 大 臣 

厚 生 労 働 大 臣 

全世代型社会保障改革担当大臣  

 
 

神 奈 川 県 議 会 議 長   

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

動物を虐待等から守るための法整備を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月２４日 

 

 神奈川県議会議長  小 島 健 一 殿 

 

                 神奈川県議会議員  市 川 和 広 

                 同         赤 野 たかし 

                 同         永 田 磨梨奈 

                 同         上 野 たつや 

                 同         川 崎 修 平 

                 同         佐藤 けいすけ 

同         佐々木 ゆみこ 

                 同         谷口 かずふみ 

                 同         高 橋 栄一郎 

                 同         中 村 武 人 

                 同         しきだ 博 昭 

                 同         牧 島   功 

                 同         てらさき 雄介 



動物を虐待等から守るための法整備を求める意見書（案） 

 

国は、動物の殺処分を減らし、最終的にゼロを目指す取組を推進しているが、

様々な形で虐待が行われ、動物の生命が脅かされている現実がある。動物虐待の

中でも、多数の動物を抱え、適正な飼養管理ができなくなってしまう多頭飼育問

題は、周辺住民の生活環境にも影響を及ぼすことから、社会問題化している。 

警察庁発表の動物虐待事犯の検挙件数は、平成２３年から令和２年までの１０

年間で、２９件から１０２件と３倍以上に増加している。令和３年以降において

も、ネズミの死骸などが散乱する劣悪な環境で２４種のペット５８匹を飼育して

いた事例や、小型犬３６２匹をふん尿の堆積するケージに拘束して衰弱させるな

ど、多くの動物が虐待の被害に遭ったとの報道がなされている。 

虐待を受けた動物は、地方自治体や動物愛護ボランティア団体などによる適切

な保護が必要であるが、ペットなどの動物は、民法上「物」として取り扱われ、

飼い主が所有権を有する。所有権は個人の重要な権利であり、制限には慎重な検

討が必要との意見もあることから、動物の愛護及び管理に関する法律には、問題

のある飼い主の所有権を制限する規定を設けていない。そのため、飼い主が応じ

ない場合は保護ができず、虐待を受けている動物を守れない状況にある。 

本県では、多頭飼育問題の発生を防ぐため、保健福祉事務所と市町村等関係機

関との協力体制を整えることで、飼い主に対して生活支援につなげるなどの対策

を行っているが、動物の飼育状況の改善には、動物を適切な環境で保護すること

が不可欠で、その根拠となる法規定が必要である。 

私たちの生活を豊かにし、時には家族と同じように人間にとってかけがえのな

い動物たちを虐待等から守る取組を進めなければならない。 

よって国会及び政府は、人と動物がともに幸せに暮らせる社会の構築に向け、

地方自治体が必要と認めた場合に動物を一時保護できるよう、飼い主の所有権に

係る課題を整理した上で、必要な法整備をされるよう強く要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

  令和  年  月  日 

 

 衆 議 院 議 長  

参 議 院 議 長  

内 閣 総 理 大 臣  

 総 務 大 臣  

 法 務 大 臣  

  環 境 大 臣  

   

神 奈 川 県 議 会 議 長 

 

 

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

医療機関へのサイバーセキュリティ体制の整備に対する支援 

を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月２４日 

 

 神奈川県議会議長  小 島 健 一 殿 

 

                 神奈川県議会議員  市 川 和 広 

                 同         赤 野 たかし 

                 同         永 田 磨梨奈 

                 同         上 野 たつや 

                 同         川 崎 修 平 

                 同         佐藤 けいすけ 

同         佐々木 ゆみこ 

                 同         谷口 かずふみ 

                 同         高 橋 栄一郎 

                 同         中 村 武 人 

                 同         しきだ 博 昭 

                 同         牧 島   功 

                 同         てらさき 雄介 



医療機関へのサイバーセキュリティ体制の 

整備に対する支援を求める意見書（案） 

 

近年、サイバー犯罪は増加傾向にあり、その攻撃手法も多様化し、社会にとっ
て深刻な脅威となっている。医療機関も例外ではない。 
警察庁の調査によると、国内の身代金要求型のコンピューターウイルスである

ランサムウェアによる被害が昨年だけで１４６件あり、そのうち医療、福祉の被
害は７件あった。昨年１０月末には、徳島県西部の中核病院の一つである町立病
院においても、約８万５，０００人分の電子カルテが閲覧不能となり、救急搬送
や新規患者の受入れの原則停止に追い込まれた。同病院のシステム改修費用は、
約２億円かかる見通しとなり、診療全面再開までの約２か月の間、患者たちは不
安を募らせる深刻な事態に直面したとの報道があった。 
本県の地方独立行政法人神奈川県立病院機構においても、不審メールやサイ

バー攻撃を受けているが、今のところ被害は発生していない。 

現在、国は、情報セキュリティの観点から医療機関等が遵守すべき事項等が規
定された「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」の今年度中の再
改定を目指しており、ランサムウェアに関して、バックアップデータまで被害が
拡大しないよう対策を記載するほか、新頁を設けることを含め検討している。 
また、令和４年度の診療報酬の改定では、適切な診療記録の管理体制を評価す

る診療録管理体制加算の項目が見直され、許可病床数が４００床以上の保険医療
機関については、非常時のサイバーセキュリティ対策の整備に係る一定の取組が
算定要件に追加された。このことにより、保険医療機関は診療報酬上、新たな対
応を求められることになった。 
サイバーセキュリティ体制を整備することは喫緊の課題であり、多様化するサ

イバー攻撃に対しては、医療機関のシステムや規模によって異なるものの、適切
な対策を講じることが不可欠である。しかしながら、診療報酬の加算だけでは十

分でなく、財政面や人材の育成、確保など病院経営に大きな負担となる。 
よって政府は、地域医療を守り、国民の安全安心な生活を保障するために、次

の事項について所要の措置を講じられるよう強く要望する。 
１ すべての医療機関が万全なサイバーセキュリティ体制を早急に確立できるよ

う、診療報酬とは別に、財政支援を検討すること。 
２ 人材の育成や確保など体制を整備するとともに、サイバー攻撃を受けた場合
でも、医療機関の診療が継続できるよう、バックアップデータを保管するため
の整備費用に対し、財政支援を実施すること。 
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

令和   年  月  日 

 

内 閣 総 理 大 臣 

総 務 大 臣 

財 務 大 臣 

厚 生 労 働 大 臣 

デ ジ タ ル 大 臣 
 

神 奈 川 県 議 会 議 長   

 

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

緊急事態に対し憲法を生かし迅速に対応する体制の整備 

を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月２４日 

 

 神奈川県議会議長  小 島 健 一 殿 

 

                 神奈川県議会議員  井 坂 新 哉 

                 同         君 嶋 ちか子 

                 同         石 田 和 子 

同         大 山 奈々子 

                  



緊急事態に対し憲法を生かし迅速に対応する 

体制の整備を求める意見書（案） 
 

この間、新型コロナウイルス感染症に対応するため、政府は新型インフルエ
ンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言やまん延防止等重点措置を発出
して、感染拡大の防止に努めてきた。また、大規模な地震や台風等による豪雨
災害が多発しているが、こうした大規模自然災害に対しても、２０１１年以降、
災害対策基本法を３度にわたって大幅改正を行うなど、現行憲法下での対応を
強めてきた。 
しかし、国民の一部には、こうした憲法の枠内での法体系では対応できない

事態が想定されるとして、緊急事態条項の創設を含む憲法改正を求める声があ
る。 
緊急事態条項とは、内閣が国会による法律の制定を待てない「緊急事態」と

認めた場合、法律で定めるべき事項を内閣が政令で定められる規定や、国会議
員の任期を延長できる特例を盛り込んだ条項であり、権力を内閣に集中し、憲
法上の国民の自由や権利を国会の関与なしに制限できるもので、現行憲法では
導入していない。憲法からの逸脱は、国民の暮らしと安全を危機にさらすこと
が懸念される。  
第２次世界大戦前のドイツでは、ワイマール憲法４８条の「大統領非常権限」

が乱発された結果、言論・報道・集会・結社の自由、通信の秘密が制限され、
ヒトラーはこの規定を濫用して全権委任法を成立させ、独裁政権に道を開いた。
このように、憲法の「緊急事態条項」が乱用され、人権を侵害し、言論抑圧に
つながる危険は、世界の歴史からも明らかである。  
日本においても、明治憲法下の１９２３年、関東大震災の際に、戦時に軍隊

に権限を集中する「戒厳令」の一部を緊急勅令によって施行するなど、いわば
「緊急事態条項」の適用が拡大される中で、軍隊や自警団による朝鮮人虐殺な
どが引き起こされた。戦後制定された日本国憲法で「緊急事態条項」を設けな
かったのは、こうした痛苦の経験を踏まえたものである。  
昨年１０月のＮＨＫの世論調査では、「最も重視する政策課題」として国民

が求めているのは、「経済・財政政策」３４％、「新型コロナ対策」２２％、「社
会保障制度の見直し」２２％などとなっており、「憲法改正」はわずか３％に
過ぎない。 
格差の拡大が社会的問題となり、ジェンダー平等や人権保障が強く求められ

ている今、先の世論調査の結果からも、国会においては「憲法を守り生かす政
治をどう実現するか」こそ積極的に議論されるべきであり、国民との対話を深
めるべきである。  
国会では憲法審査会が設置されているが、憲法審査会は単に憲法問題を議論

する場所ではなく、国会で唯一、憲法改正原案を発議、提出する権限を持った
審査会である。今求められているのは、緊急事態条項の創設を含む憲法改正の
議論ではない。  
また、新型コロナウイルス感染症対策に関し、要求された臨時国会も開催せ

ず、政府の対応が後手に回ったことも想起すべきである。  
よって国会及び政府は、引き続き現行憲法のもと、緊急時に迅速に対応でき

る体制の整備に向けて、広く国民の声を聞き国会で十分議論を尽くすよう強く
要望する。 

 
令和   年   月   日 

 
衆 議 院 議 長 
参 議 院 議 長 
内 閣 総 理 大 臣 
総 務 大 臣 
法 務 大 臣 
厚 生 労 働 大 臣 
経 済 産 業 大 臣 
国 土 交 通 大 臣 
防 衛 大 臣 
新型コロナ対策・健康危機管理担当大臣 

 
 神 奈 川 県 議 会 議 長   

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

緊急事態に対する法令等の見直しを求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月２４日 

 

 神奈川県議会議長  小 島 健 一 殿 

 

                 神奈川県議会議員  細 谷 政 幸 

                 同         綱 嶋 洋 一 

                 同         桝   晴太郎 

                 同         飯野 まさたけ 

                 同         柳 下   剛 

                 同         古 賀 照 基 

                 同         佐々木 正 行 

                 同         嶋 村 ただし 

                 同         相 原 高 広 

                 同         土井りゅうすけ 

                 同         松 本   清 

                 同         たきた 孝 徳 

                 同         曽我部 久美子 

                  

 



 

緊急事態に対する法令等の見直しを求める意見書（案） 

 

新型コロナウイルス感染症の拡大は、令和２年１月に国内で初めての感染者が

確認されて以降、人々の生活に大きな影響を及ぼしている。  

全国で新規感染者数が減少傾向にあるものの、感染収束の見通しが立たず、多

くの地域で保健医療体制の厳しい状況が続いている。  

また、この間の度重なる緊急事態宣言の発出等による経済活動の停滞により、

全国の９割を超える中小企業の活動に深刻な影響を及ぼし、雇用にも大きな打撃

を与えた。 

一方、我が国はその位置、地形、地質などの自然的条件により、台風、豪雨、

土砂災害、地震、津波、火山噴火などによる災害が発生しやすい国土であり、近

年、地球温暖化の影響により、局地的な大雨のリスクも増加している。今後３０

年以内に、高い確率で発生が予想される南海トラフ地震や首都直下地震も危惧さ

れる。 

東日本大震災では、被災した地方自治体の機能低下や深刻な燃料不足により、

避難所に救援物資が届かず、救助・救援活動に支障を来した。  

また、令和４年３月１６日に発生した福島県沖を震源とする地震では、数日間

にわたり広範囲で断水や停電が発生したほか、東北新幹線が脱線し復旧まで相当

な期間を要するなど、国民生活に多大な影響が生じている。  

いつ、いかなる場所で災害が起きようとも、安全・安心な国土・地域・経済社

会を構築することが重要である。  

政府はこれまで、感染症の拡大や大規模自然災害に対し、新型インフルエンザ

等対策特別措置法や災害対策基本法などによって対処してきたが、今後、より重

大な緊急事態が発生した場合は、従来の法体系では対応できなくなるおそれもあ

る。 

緊急時に国民の命と暮らしを守るためには、法令等の在り方について、多岐に

わたる論点を整理し、国民に分かりやすく提示し、国民との対話によって理解を

広め、法令等の整備を促進する取組が必要である。 

よって国会及び政府は、緊急時における法令等の整備について、促進されるよ

う強く要望する。  

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
 

令和   年   月   日 

 
衆 議 院 議 長 
参 議 院 議 長 
内 閣 総 理 大 臣 
総 務 大 臣 
法 務 大 臣 
厚 生 労 働 大 臣 
経 済 産 業 大 臣 
国 土 交 通 大 臣 
防 衛 大 臣 
新型コロナ対策・健康危機管理担当大臣 

 神 奈 川 県 議 会 議 長   

 

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

緊急避妊薬へのアクセスの改善に関する意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月２４日 

 

 神奈川県議会議長  小 島 健 一 殿 

 

                 神奈川県議会議員  井 坂 新 哉 

                 同         君 嶋 ちか子 

                 同         石 田 和 子 

同         大 山 奈々子 

                  



緊急避妊薬へのアクセスの改善に関する意見書（案） 

  

 本県の年間人工中絶の数は１０，０００件を超えている。うち、１０代以下の

中絶数は８００件を超えている。緊急避妊薬は７２時間以内の服用で、高確率で

妊娠回避が可能であり、先進国を含む世界のおよそ１００か国では緊急避妊薬が

市販されているか、あるいは処方箋なしに薬局で購入できるという状況である。

しかし、日本では医師の診療・処方箋を必要とし、１錠６千円～２万円と高価格

と聞いている。 

 緊急避妊薬が入手困難だとの世論に押され、政府の第５次男女共同参画基本計

画に医師の処方箋なしでの薬局での販売を検討する方針が明記されている。 

 「緊急避妊薬の薬局での入手を実現する市民プロジェクト」共同代表の染矢明

日香・ＮＰＯ法人ピルコン理事長は、「すぐに入手できていたら苦しむことはなか

った」などの声が寄せられているとし、「厚労省での議論は２０１７年の市販化否

決以降止まっているが、海外では当たり前の選択肢だ。しわ寄せは当事者にきて

いる」と訴えている。 

 同プロジェクト共同代表で産婦人科医の遠見才希子氏は「『性教育が先』では遅

すぎる。今まさに必要であり、性教育とアクセス改善を『両輪』で進めるべきだ」

と訴えている。 

第５次男女共同参画基本計画への明記は大きな前進につながるものであると考

えるが、コロナ禍で女性の苦境が浮き彫りになる中、望まぬ妊娠に苦しむ女性を

救済し母体を保護するために一日も早く実現することが求められる。 

よって政府は、緊急避妊薬を薬局で医師の診療・処方箋なしで安価に購入でき

る環境を整備するよう強く要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

  令和  年  月  日 

 

内 閣 総 理 大 臣 

総 務 大 臣 

厚 生 労 働 大 臣 

内 閣 府 特 命 担 当 大 臣 

（男女共同参画） 

女 性 活 躍 担 当 大 臣 

 

 神 奈 川 県 議 会 議 長   

 

殿 


